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担当弁理士： 石川 克司 

不正競争の判断に関する裁判例 
−「粘着プレート」事件 − 

R2.3.19 判決 東京地裁 平成 30 年（ワ）第 23860 号 
差止請求等事件：請求棄却 

 
概要 
 原告から示された本件情報を使用して被告製品を製造、販売等する被告の行為が不正競争行為（不正競争
防止法２条１項７号）に当たるとする原告の差止請求等の主張が棄却された事例。 

 
主な争点 

１ 不正競争行為該当性（争点１） 
 ア 本件情報が原告の「営業秘密」に該当するか
（争点１−１） 
 イ 被告が本件情報を図利・加害目的で使用した
か（争点１−２） 
２ 秘密保持義務違反該当性（争点２） 
 

経緯 
１ 原告と被告は、平成２７年１０月８日、原告が
被告に対して皮膚バリア粘着プレートの製造を委託
することなどを定めた製造委託契約を締結した。 
 原告と被告とが締結する製造委託契約の第９条に
は、以下の記載がある。 
 甲（判決注：原告）と乙（判決注：被告）は、事
前に相手方の書面による承諾を得なければ、次の情
報を第三者に開示または漏洩してはならない。 
① 本件契約及び個別契約の締結前に行われた交渉
の段階において、図面・仕様書・資料・材料・型・
設備・見積依頼・口頭の説明、その他により知り得
た相手方の技術上及び取引上の情報。 
② 前項のほか、本件契約及び個別契約により知り
得た相手方の技術上及び取引上の情報 
③ 前項の規定は、次の各号に定める情報には適用
しない。 
 １ 相手方から知り得た時点で、既に保有してい
る情報 
 ２ 独自に開発した情報 
 ３ 秘密保持義務を負うことはなく、第三者から
正当に入手した情報 
 ４ 公知になった情報 
２ 原告は、平成２７年１１月１７日、独立行政法
人医薬品医療機器総合機構に対し、原告製品につい
て、ＰＭＤＡ申請をした。その際、医療機器製造販
売届書が提出され、原告製品の説明文書も添付され
ていた。 
３ 被告は、平成２７年１２月２８日、被告製品の
ＰＭＤＡ申請をした。その際、医療機器製造販売届
書が提出され、被告製品の説明文書も添付されてい
た。 
４ 原告は、平成２８年１月１８日、被告に対し、
訴外東レが製造、販売する製品を原告製品の粘着面
に用いることを提案した。 

５ 原告と被告は、平成２８年２月１０日までに、
原告製品について、原材料として、粘着面に原告が
支給する本件東レ製品を使用し、非粘着面に「Ｍｏ
ｍʼｓ シリコーン」を使用することを合意した。 
 原告製品は、皮膚に接する粘着性のあるシリコー
ン面と、粘着性のない面からなる伸縮性に富んだシ
リコーンシートであり、帝王切開手術専用の皮膚バ
リア粘着プレートである。原告製品は、帝王切開手
術の手術痕に貼付することにより皮膚バリアとして
外部からの刺激等を和らげるとともに、手術痕が瘢
痕やケロイドになるのを予防するものである。 
６ 原告は、平成２８年２月２４日から現在に至る
まで、原告製品を販売している。 
７ 被告は、平成２８年２月２２日から同年６月２
０日までの間、本件契約に基づいて原告製品を製造
し、原告に納品したが、本件契約は、平成２８年１
０月８日に終了した。 
８ 被告は、遅くとも平成２９年１２月１日には、
被告製品の販売を開始した。 
 

裁判所の判断 
１ 争点１（不正競争行為該当性） 
『（１）上記認定事実によれば、手術痕や傷痕を保
護するためのシリコーンゲルを用いた皮膚バリア粘
着プレートが本件契約の数年以上前から複数の会社
から製造、販売されていたこと、シリコーンソフト
スキン粘着剤の粘着技術が遅くとも平成元年頃から
は傷の治療に用いられていたこと、シリコーンソフ
トスキン粘着剤である本件東レ製品が遅くとも平成
２０年１２月頃には販売され、同時期に発行された
業界雑誌において製品の特性等も踏まえて紹介され
ていたことのほか、訴外東レが、本件東レ製品につ
いて、瘢痕治療を含む皮膚への付着を対象とする製
品であること及び日本国内だけでなく海外にも広く
供給することが可能であることなどを自社のウェブ
サイトにおいて紹介していることが認められる。 
（２）以上によれば、シリコーンゲルを用いた皮膚
バリア粘着プレートの粘着面に本件東レ製品を用い
ることができるという情報は、平成２７年７月まで
には、広く知られていた情報であったといえる。本
件東レ製品はそのような用途で用いられる汎用品で
あるから、少なくとも、原告が、原告製品の製造等
を依頼するためにエフシートを持参して被告を訪問
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した平成２７年７月１６日時点において、シリコー
ンゲルを用いた皮膚バリア粘着プレートの粘着面の
材料として本件東レ製品を用いるという本件情報が
非公知の情報であったとは認められない。 
（３）これに対し、原告は、本件東レ製品は医療用
に開発された特殊素材の製品で、医療品への使用用
途以外にはメーカーに卸してもらえない製品であり
、一般に市場に出回っている原材料ではないと主張
するが、本件東レ製品を使用するのに一定の手続を
要したとしてもそれは本件情報の非公知性に影響し
ない。また、原告は、平成２７年以降の訴外東レの
社内記録では本件東レ製品を最初に使用したのが原
告であり、現在では原告と被告のみが本件東レ製品
を使用していることなども主張するが、仮にそうで
あったとしても、前記（２）に照らして本件情報の
非公知性には影響しないというべきであるし、原告
が根拠とする訴外東レにおける記録は平成２７年よ
り前の本件東レ製品の使用状況を明らかにするもの
ではない。 
（４）以上のとおり、本件情報が「営業秘密」（不
正競争防止法２条６項）に該当するとは認められな
いから、本件情報を用いて被告製品を製造、販売す
る行為は不正競争行為（同条１項７号）には該当せ
ず、同法に基づく原告の請求にはいずれも理由がな
い。』 
 
２ 争点２（秘密保持義務違反該当性） 
『（１）原告は、被告が被告製品のＰＭＤＡ申請に
際してシリコーンゲルを用いた皮膚バリア粘着プレ
ートの端部を丸みを帯びた形状とするという情報を
開示した行為が本件秘密保持義務違反に該当すると
主張する。 
（２）しかし、皮膚バリア粘着プレートの原材料に
シリコーンゲルを用いるという情報が、本件契約前
の交渉段階から既に公知の情報であったことは上記
（第４の１）認定のとおりである。また、その端部
を丸みを帯びた形状とするという点も、絆創膏など
の代表的な皮膚保護剤や原告製品に先行して販売さ
れていたシリコーンゲルを用いた皮膚バリア粘着プ
レートの形状からも明らかなように、その端部は角
張った形状か丸みを帯びた形状の製品が多く（公知
の事実及び前記認定事実１（１）、シカケアの説明
文書においても角を丸くした形でシカケアを切って
手術痕等に貼付する方法が説明されていること（前
記認定事実１（１））などに照らすと、皮膚バリア
粘着プレートの部を丸みを帯びた形状とするという
情報は、本件契約前の交渉段階から既に公知の情報
（本件契約の契約書第９条③の４）といえる。 
 そうすると、原告が指摘する情報は、いずれも「
相手方の技術上及び取引上の情報」（同契約書第９
条①②）に該当するとは認められない。 
（３）以上のとおり、被告による被告製品のＰＭＤ
Ａ申請が秘密保持義務違反に該当するとは認められ
ないから、秘密保持義務違反を理由とする原告の損
害賠償請求には理由がない。』 
 

検討 
１ 争点１について 
 不正競争防止法上の「営業秘密」（不正競争防止
法２条６項）に該当するかが争われた。 
 本判決で裁判所は、（２）非公知性について、①
本件契約の数年以上前から複数の会社から製造、販
売されていたこと、②シリコーンソフトスキン粘着
剤の粘着技術が遅くとも平成元年頃からは傷の治療
に用いられていたこと、③シリコーンソフトスキン
粘着剤である本件東レ製品が遅くとも平成２０年１
２月頃には販売され、同時期に発行された業界雑誌
において製品の特性等も踏まえて紹介されていたこ
とを根拠に、シリコーンゲルを用いた皮膚バリア粘
着プレートの粘着面の材料として本件東レ製品を用
いるという本件情報が非公知の情報であったとは認
められないと判断した。 
２ 争点２について 
 被告の行為が、契約書第９条①②に規定する「相
手方の技術上及び取引上の情報」に関し、秘密保持
義務違反に該当するかどうかが争われた。 
 皮膚バリア粘着プレートの部を丸みを帯びた形状
とするという情報は、本件契約前の交渉段階から既
に公知の情報であったとし、契約違反に該当すると
は認められないと判断した。 
 

実務上の指針 
１ 不正競争防止法上の「営業秘密」に該当するか
は、（１）秘密管理性、（２）非公知性、（３）有
用性の３つの要件を満足する必要がある。 
 自社の情報を、製造委託先に開示する場面におい
ては、開示情報を事前にリストアップし、秘密情報
の該当についてチェックを行う必要がある。 
 当該自社の秘密情報を製造委託先などの相手方に
開示前に、秘密情報の取扱いに関する契約を交わし
てから、開示する必要がある。 
２ 自社の商品の製造を他社に製造をさせる製造委
託契約の締結する場面においては、上記と同様に開
示情報を事前にリストアップを行うとともに、契約
書に記載をすべきである。契約書にて、明確に示し
、契約をする双方の目線を合わせることで後日のト
ラブルを回避できると考える。 
３ 契約にあたり、製造を委託する委託先メーカー
が、独自の販売網などを保有するかなど、について
も確認を行い自社の製造委託を行う製品と競合する
商品の製造・販売を行う可能性について、事前検討
が必要である。 
４ 一度開示された情報は、後日に消去することは
難しく、後日の救済についても困難な場合が多い。
そうすると、自社の情報を開示する前に、例えば、
特許、実用新案、意匠など、何らかの知的財産に関
する出願などの手続きを行った上で、自社の情報の
開示をすることも検討すべきである。 

以 上 


